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土木構造物全体系の地震時挙動観測シ
ステムの構築（研究期間：平成29～30年度）

道路構造物研究部 道路地震防災研究室 
研究員 石井 洋輔 室長 片岡 正次郎
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１．はじめに

国総研では、土木構造物の耐震設計基準の合理

化・高度化及び地震時挙動の解明を目的として，昭

和33年から地震時挙動の観測を実施してきた。

近年、全体系の地震時挙動が複雑な構造物が増加

しており、それらの構造物の地震対策技術の向上に

は、地震時の挙動を適切に評価する必要がある。そ

のため、国総研では，構造物の多くの箇所で同時に

地震観測を行い、構造物全体系の挙動を観測できる

システム（以下、「観測システム」という）の構築

を進めている。

２．無線通信を用いた観測記録の送受信実験

観測システムを構築する複数のセンサーからの記

録の通信手段は、利便性を踏まえ、無線通信を用い

た。無線通信技術は、建築物など、屋内での地震観

測には適用されているものの、土木構造物などの屋

外での地震観測に適用した事例はない。そのため、

直線距離で1km以上ある国総研の試験走路で、観測

記録を無線通信で送受信し、飛距離と通信強度を確

認した（図１）。実験の結果、屋外環境でも問題な

く無線通信で観測記録を送受信できることが分かっ

た。

３．観測システムの構築

無線通信を活用した観測システムを構築する際の

課題を抽出するため、高架橋に試験設置した。観測

システムは、構造物の挙動を観測するセンサー、セ

ンサーからリアルタイムで無線通信される観測記録

を受信する受信アンテナ、観測記録を収録・処理す

るロガー、で構築されている。センサーは構造物全

体系の挙動を観測するため、橋長575mの橋に対し、

50個程度設置した（図２）。今後継続観測し、通信

強度や記録精度を確認する予定である。

４．まとめ

本成果をモデルケースとして技術を確立し、土木

構造物の耐震設計基準のさらなる合理化・高度化に

貢献する地震記録の取得を行うため、国総研の地震

時挙動観測を充実していく。
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図２ 高架橋への試験設置状況

図１ 無線通信を用いた実験の様子
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ＵＡＶを活用した斜面状態の計測精
度に関する調査
（研究期間：平成30年度～）

道路構造物研究部 道路地震防災研究室 
研究官 猿渡 基樹 室長 片岡 正次郎

（キーワード） 道路啓開、無人航空機（ＵＡＶ）、斜面崩壊、二次被害 

１．はじめに 

国総研では、地震や豪雨等による被災状況をいち

早く把握し、迅速な道路啓開を支援することを目的

として、道路啓開活動前の被災箇所調査や道路啓開

活動時の斜面の崩壊・再崩壊の危険性把握のため、

航空機を含めた早期把握技術の活用を検討している。 

本稿では、被災箇所調査時や道路啓開活動時の斜

面の崩壊・再崩壊による二次被害を回避するため、

無人航空機(ＵＡＶ)に着目し、段差や陥没などの斜

面の状態を、どの程度の精度で計測可能か検討した

結果を紹介する。計測は、ドローン飛行場の一部を

試験フィールド（図-1）として実施した。 

２．計測精度に影響を与える状態の検討 

計測精度は、斜面条件（斜面角度、植生密度など）

や計測条件（基準点配置、飛行高度など）により影

響される。そこで、植生下の地表面の状況把握に期

待できるＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いて、各

条件の計測精度への影響を検討した。本稿では、対

地高度と植生密度の影響を紹介する。 

検討は、対地高度80m及び140mで計測した結果のう

ち、図-1の計測断面（赤線）で実施した。図-2及び

図-3に、計測断面の計測結果を示す。対地高度に拘

わらず、植生下でも地形を捉えられるが、対地高度

が低い図-2の方が、地形を精度良く計測できている

ことが分かる。なお、レーザ光が地表面まで到達し

た単位面積当たりの点数は、対地高度80mでは対地高

度140mに比べて1.7～2.5倍程度であった。 

また、レーザ光の地盤到達率（地盤到達点数／全

点数）は、植生状況により異なり、対地高度80mでは

篠竹26%、広葉樹林18%、針葉樹林9%となった。これ

は、植生密度が変化したことによるものである。な

お、植生密度による地盤到達率の変化は、対地高度

80m、140mともに、同様の傾向が見られた。 

３．おわりに 

今後は、実際の災害現場等でＵＡＶ画像及びレー

ザを用いて地形データを取得し、斜面の崩壊・再崩

壊の危険性が判断できる計測条件の検討を行い、道

路啓開活動前後にＵＡＶがどのように活用可能か検

討していく予定である。 
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図-1 試験フィールド 

図-2 計測結果（対地高度80m） 

図-3 計測結果（対地高度140m） 
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